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「東北公益文科大学の公立化及び機能強化の検討に係る基礎調査」の概要 

（令和５年度実施 委託先：有限責任監査法人トーマツ） 

 

１ 財務シミュレーションについて                         

 ○ 財務シミュレーションの結果、公立化に伴い、年間で約２億円※１から約５億円※２

の範囲で地方財政措置（地方交付税額）を超過する負担額が発生する試算となった。 

  ※１入学定員充足率100％で大学独自の奨学制度を廃止（（公立化前に入学した学生には

経過措置として奨学制度を継続）する場合（最小値） 

  ※２令和５年度の入学定員充足率86.8％で大学独自の奨学制度を継続する場合（最大

値） 

 

２ 経済波及効果について                             

 ○ 東北公益文科大学が及ぼす経済波及効果を算出した結果、庄内地域への年間の経

済波及効果（総合効果）は13億2,300万円となった。 

  ■経済効果把握の視点 

   （地地方大学が地域に及ぼす経済効果分析報告書」（文部科学省）に基づき、以下の

視点で把握 

①教育・研究活動による効果 大学が教育や研究のために経費を投入

することにより生まれる効果 

②教職員・学生の消費による効果 教職員や学生が地域で消費活動を行う

ことにより生まれる効果 

③施設整備にかかる効果 施設の新築や修繕のための投資により

生まれる効果 

  ■庄内地域への効果（年間） 

地平成27年山形県産業連関表」を利用し算定 

 直接効果（億円）  総合効果（億円） 

教育・研究活動 ２.０３  ⇒ ２.８４  

教職員・学生の消費 ７.６７  ⇒ １０.３３  

施設整備 ０.０５  ⇒ ０.０６  

合計（大学全体） ９.７４  1.36倍 １３.２３  

（注）端数処理のため計が一致しない箇所がある。 
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３ ニーズ調査（高校生・事業所アンケート）について               

 ○ 調査目的 

   東北公益文科大学の公立化・機能強化の検討の基礎資料とするため、大学への進

学希望、事業所としての採用希望、大学に期待すること等を把握することを目的と

して、アンケート形式で調査を実施。 

（１）高校生アンケート 

  ■調査対象：県内の全日制の高等学校（公立・私立）に通学する２年生 

  ■調査期間：令和５年10月25日～11月30日 

  ■回答状況：対象生徒数：8,640人 回答率：59.5％ 

  ■調査結果（要点） 

   （・ 進学先の選定時に重視することとして、（地学びたい学部等がある」が最も高く、

大半の高校生が重視。 

   ・ 公益大が公立化する上で、地学びたい学部等がある」、地学費が高くないこと」

への期待が高い。 

   （・ 公立化後の新たな学部等のニーズが高いのは地教育・心理学」地看護（・療技 

術学」、続いて地芸術・デザイン学」地工学」地経済学」。 

（２）事業所アンケート 

  ■調査対象：主に県内に本社・支社等を設置する事業所 

  ■調査期間：令和５年10月30日～11月22日 

  ■回答状況：対象事業所数：401者 回答率：40.9％ 

  ■調査結果（要点） 

   ・ 公立化において期待することとして、地優秀な人材の輩出」が圧倒的に高い。

続いて地地域社会の活性化（消費効果）」地地域ブランドの向上」が高い。 

   （・ 公立化後の新たな学部等のニーズが高いのは地工学」地経済学」地経営学・ベン

チャービジネス」地情報科学」。 

   ・ 65％の事業所が公立化後の公益大卒業生の採用意向を示している（過去３年

に公益大卒業生を採用した事業所は43％）。 

 

以 上 


